
国際化に対応した我が国水産業の構造改革（漁業改革）

水産物貿易交渉の進展や輸入の増加等我が国水産業を取り巻く環境

の急速な変化に対応するため、漁業の構造改革を加速化。

１７，１８６（１５，２２８）百万円の内数強い水産業づくり交付金

８，５２４（２，６６３）百万円

１ ポイント

Ⅰ 燃油価格高騰に対応した漁業経営の確立

（１）省エネ型漁業への転換

① 省エネルギー技術導入漁船普及促進事業 １，４００（０）百万円

漁船の省エネルギーに関する技術の導入を促進するため、漁業者グルー

プ等が省エネ設備を導入しその効果を確認する実証試験を行い、その成果

を広く漁業者に普及。

② 省エネルギー操業促進支援事業 ５２０（０）百万円

専用漁場探索船を利用したグループ操業等による操業コスト削減の実証

に関する取組を支援するとともに、衛星データと漁船からの実測データ等

を用いた漁場位置特定等の技術を開発。

③ 資源管理推進支援事業 ２０３（０）百万円

国の承認を受けた資源管理計画（仮称）に基づき、関係漁業者の大宗が

一体となり燃油消費の削減等のコスト削減にも資する取組として自主的休

漁等を実施する場合、これに対し助成。

④ 浮魚礁の整備（公共）１３３，０９４（１１８，５０２）百万円の内数

かつお・まぐろ等の高度回遊性魚類の効果的集魚を可能にし、漁場探索

に要する燃油費節減や漁労時間削減により効率的な操業を図るため、複数

県が共同で実施する浮魚礁の整備を推進。

（２）高付加価値化による所得の確保

① 調整保管事業資金造成費 １，７５６（１，６５６）百万円

漁業者団体が加工業者、量販店等との年間供給契約に基づいて、需要に

見合ったサイズ、数量の水産物を買い入れ、安定的に供給するために必要

な経費を助成。

② 国産水産物新需要創出ビジネスモデル事業 ２６６（２０８）百万円

漁業者団体と食品産業、小売業等の関連産業が連携した、水産物の高品



位で効率的な加工・流通モデル構築の取組を支援。

Ⅱ 国際化に向けたノリ養殖業の体質強化

（１）生産性向上・コスト削減対策

① ノリ養殖業構造調整・競争力強化対策

計画策定及び余剰施設処理支援事業 ８１０（０）百万円

（強い水産業づくり交付金）

漁協等の策定する構造改革計画に基づいてノリ養殖業者が取り組む生産

性の低い自動乾燥機等の廃棄と、大型自動乾燥機及び高性能刈取船の導入

を支援。

② ノリ養殖業高度化促進事業のうち出荷高度化モデル事業

２００（０）百万円の内数

現在の出荷体制における問題点を改善し高度化を図るため、ノリの生産

地における効率的な加工・流通体制の構築に向けたモデル的な取組を支

援。

（２）付加価値向上対策

① ノリ養殖業高度化促進事業のうち品質向上生産モデル事業

２００（０）百万円の内数

我が国のノリの品質面での差別化を促進するため、さらなる品質向上に

資する生産技術の開発に向けたモデル的な取組を支援。

② ノリ養殖業高度化促進事業のうち優良品種確保促進事業

２００（０）百万円の内数

優良な特性を有する株の選定・利用を促進するため、養殖業者等が所有

するノリ株等の収集、形質や形質発現に適した育成方法等の評価・検討を

実施。

③ 漁業の担い手確保・育成対策総合推進事業のうち経営改善促進事業

３３１（２６０）百万円

中核的漁業者協業体による新たな高品質のノリ製品の開発と新規需要創

出の取組を支援。

④ 漁場環境・水産資源持続的利用型技術開発事業のうち水産物の原産地判

別手法等の技術開発事業 ２００（０）百万円

水産物の名称・原産地の適正な表示を確保するため、遺伝情報、たんぱ

く質情報、微量元素等の分析により、品種・原産地判別手法等の技術を開

発。



⑤ 川上から川下に至る豊かで多様性のある海づくり事業のうち赤潮等被害

防止対策事業 １５４（１３４）百万円

ノリの色落ち被害をもたらすケイ藻プランクトンの出現動向等を調査・

分析するとともに、赤潮の抑制技術を開発。

Ⅲ 漁業協同組合の体質強化

（ ）① 漁協の経営改善の支援 強い水産業づくり交付金

経営の専門家からなる漁協経営支援協議会が行う漁協の経営診断、経営

改善のための行動計画の策定等を支援。

② 漁業経営維持安定資金利子補給等補助金（漁協等経営基盤強化対策分）

５７５（４０５）百万円

一定の要件を備えた認定漁協に向けて合併等を行う漁協が合併等の阻害

要因を排除するために行う借入に対する利子補給の期限を１９年度まで延

長。

③ 認定漁協資金融通円滑化事業 １６０（０）百万円

漁協等経営基盤強化対策事業により長期運転資金を借り入れる認定漁協

のうち、財務・経営健全化計画を策定し、実施する漁協について、漁業信

用基金協会の保証を促進。

Ⅳ 漁業への新規就業の促進

漁業の担い手確保・育成対策総合推進事業のうち新規就業者確保・育成支援

事業 ４００（０）百万円

漁業になじみのない都市部の若者を主な対象とした漁業現場での長期研

修の実施により、若者の新規就業を促進。

Ⅴ 漁業共済の改革と健全化

漁業共済基盤強化事業 １，７５０(０）百万円

共済掛金率の引上げ等の収支改善策を実施しつつ、優良な漁業経営者を

対象とした加入促進策を講じ、漁業共済を健全化。

地方公共団体、民間団体 等２ 事業実施主体

定額、１／２ 等３ 補助率

[担当窓口課：水産庁漁政課（０３－３５０２－０３３９（直 ）]）



国際化に対応した我が国水産業の構造改革（加工流通改革）
加工流通システムの改革を支援するとともに、水産物の輸出促進を

図り、また、安全で安心な水産物の供給を推進。
強い水産業づくり交付金１７，１８６（１５，２２８）百万円の内数

食の安全・安心確保交付金３，０５１ （２，７４２）百万円の内数

２，３８１（２，０３４）百万円

１ ポイント

（１） 加工流通システムの改革

調整保管事業資金造成費（再掲） １，７５６（１，６５６）百万円①

漁業者団体が加工業者、量販店等との年間供給契約に基づいて、需要に

見合ったサイズ、数量の水産物を買い入れ、安定的に供給するために必要

な経費を助成。

② 国産水産物新需要創出ビジネスモデル事業（再掲）

２６６（２０８）百万円

漁業者団体と食品産業、小売業等の関連産業が連携した、水産物の高品

位で効率的な加工・流通モデル構築の取組を支援。

③ 水産業振興型技術開発事業のうち水産バイオマスの資源化技術開発事業

４７（２７）百万円

実用化の可能性が高い水産バイオマス資源を多段階に利用するための技

術開発を実施。

最先端の技術・システムを活用したビジネスモデルの具体例
～非食用から高鮮度な食用仕向への取組（さば編）～

九州西方海域で小型サイズの水揚げ
が増加

ほとんどが養殖用
餌料等へ

 ・指定された海域に近い漁業者が
　 漁獲
 ・輸送時の鮮度管理を強化（低温
　 麻酔保蔵・輸送技術の活用）
 ・高鮮度な小型サバを活かした商
　 品製造

注文された品質・
数量を供給

 ・脂が乗って高鮮度な水産物には強
 　い需要
 ・海外需給の逼迫により国産を模索
 ・調理の必要のない商品が必要

（ビジネスモデルプログラム）

・過去の販売履歴から需要発生
　を予測
・トレーサビリティと物流管理
　の一体化

 ・新たな加工・消費需要の発生
 ・需要増大による魚価の向上

ニーズに応じた商品
の注文

60円/kg以下の安値

漁業所得の減少

地域の加工業
に与える影響

少ない

現　　状

ビジネスモデル化への取組

産地サイドの取組 物流・商流面の取組 消費サイドの需要

漁獲海域、加工履歴
等のﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ情報
とともに供給

在庫のほとんどない超効率的な流通 新たな外・中食サービスの提供

時期に応じ脂の
乗りの最も良い
海域を指定



（２） 水産物の輸出促進（大臣官房国際部）

① 農林水産物等輸出倍増重点推進対策 ３００（０）百万円の内数

特定の水産物について意欲的な目標を設定し本格的に輸出に取り組もう

とする生産者団体を対象に、これらの者が行う市場調査、販売促進事業等

。の輸出拡大プロジェクトに対して重点的に支援

② 農林水産物等海外普及対策事業 １４７（０）百万円の内数

ビジット・ジャパン・キャンペーンや知的財産戦略での取組と連携して

日本食・日本産品のＰＲ、料理技術講習会等を実施しつつ、輸出先国にお

けるより効果的かつ本格的なＰＲ手法等を検討。

③ 農林水産物等海外販路創出・拡大事業 ５９０（４４０）百万円の内数

輸出を始めようとする水産物生産者団体等を対象に、展示・商談会等で

の販路創出、海外百貨店等での通年型販売を促進。また、これらに併せて

料理講習会やセミナー等を実施。

（３） 安全で安心な水産物の供給

① 水産物品質管理対策推進支援事業 １５０（０）百万円

産地市場等各流通段階において品質管理の向上のための活動を支援する

とともに、小規模の水産加工業者の品質管理対策等を推進。

② 水産防疫対策の推進及び適正な養殖管理の普及・指導（消費・安全局）

水産防疫対策の推進１６２（１４２）百万円

（食の安全・安心確保交付金）

養殖魚介類の疾病のリスク管理を適切に推進するため、輸入防疫や国内

、 。防疫の対象としていない疾病の浸潤状況の調査 検査方法の確立等を推進

③ 国産水産物強化緊急整備対策事業（公共）

１７６，０２２（１５４，５６９）百万円の内数

国際競争力強化のための漁業地域戦略に基づき、競争力強化を図る上で

重要な要素となる漁業経営の効率化や水産物の衛生管理の向上等に資する

整備を推進。

（４） 水産物供給施設等の整備

（強い水産業づくり交付金）

漁獲から流通・加工に至る高度な衛生管理や、環境負荷の低減を図る施

設の整備を支援。

地方公共団体、民間団体 等２ 事業実施主体

定額、１／２ 等３ 補助率

担当窓口課：水産庁加工流通課 （０３－３５０２－４１９０（直 ））

大臣官房国際部貿易関税課（０３－３５０２－３４０８（直 ））

消費・安全局衛生管理課 （０３－３５０２－８０９８（直 ））



水産資源の適切な保存・管理とつくり育てる漁業の推進
水産資源調査を推進し、適切な資源管理を行うとともに、外国漁船

等に対する漁業取締を強化。また、つくり育てる漁業を推進。

強い水産業づくり交付金 １７，１８６ (１５，２２８）百万円の内数

１６，０５９（１０，７６８）百万円

１ ポイント

（１）水産資源調査の推進

① 我が国周辺水域資源調査推進事業 ２，０３０（０）百万円

より精度の高い資源評価を実施するため、資源評価の妥当性を客観的に

評価し中長期的な資源動向を予測する手法の開発等を実施。

② 国際資源対策推進事業 １，２７１（０）百万円

公海等において漁獲される国際漁業資源の調査に加え、気候・海洋の変

動と資源変動の関係解明、資源の適切な管理方策の検討等を実施。また、

、 。トドによる漁業被害を軽減するため 強化網の開発・改良等の対策を拡充

（２）我が国周辺水域等における水産資源管理の強化

① 資源回復のための休漁等への支援 ７２３（６１４）百万円

資源回復計画等に沿って行われる休漁等の措置について、関係漁業者へ

の影響を緩和するための支援を実施。

② 指導監督及び取締 １０，３３８（９，８６４）百万円

外国漁船等の操業適正化を図り、我が国２００海里水域における水産資

源の適切な保存・管理の実効性を確保するため、漁業取締船の能力向上等

により指導・取締体制を強化。

（３）国際資源管理への対応

① 責任ある国際漁業推進事業のうち遠洋漁業管理戦略緊急調査事業

１０１（０）百万円

生態系に影響を及ぼす漁業活動やマグロの洋上転載に関する国際機関で

の議論の動向を踏まえ、我が国として科学的な根拠に基づいた措置を講ず

るための調査を緊急に実施。

② 資源管理推進支援事業（再掲） ２０３（０）百万円

国の承認を受けた資源管理計画（仮称）に基づき、関係漁業者の大宗が

一体となり燃油消費の削減等のコスト削減にも資する取組として自主的休

漁等を実施する場合、これに対し助成。



（４）豊かな海の再生とつくり育てる漁業の推進

① 川上から川下に至る豊かで多様性のある海づくり(一部再掲)

３３２（２９０）百万円

（強い水産業づくり交付金）

色落ち被害をもたらすケイ藻プランクトンの出現動向等の調査を実施。

また、沿岸域の生物生産力の回復を図るため、物質循環システムの再構築

に必要な技術の開発や実証実験等への取組を支援。

② 有明海等漁業関連情報提供事業 ４１（０）百万円

有明海・八代海に設置されている既存ブイのネットワーク化等を推進

し、漁業関係者に提供する海域情報の内容の充実を図る。

③ 全国藻場資源調査等推進事業 ５００（０）百万円

全国の沿岸域の藻場資源の調査に基づく藻場資源回復計画を策定し、藻

場資源の適切な管理及び持続的利用を推進。

④ 種苗放流と連携した漁場環境の保全創造（公共・非公共）

１３７，５２６（１２１，９３１）百万円の内数

（強い水産業づくり交付金）

汚泥等の堆積物の除去や覆砂等（公共事業）と、種苗放流等（非公共事

業）とを一体的に実施することにより、効果的な漁場環境の保全創造を推

進。

⑤ 生育環境が厳しい条件下における増養殖技術開発調査事業

４００（０）百万円

厳しい生育環境におけるサンゴ等の増養殖技術開発を行い、水産動植物

の増養殖および生息環境の保全創造を図る。

（５）内水面漁業の振興

（ ）① 内水面振興施設の整備 強い水産業づくり交付金

内水面域の持続的利用のための施設整備を支援。

（ ）② 健全な内水面生態系復元等の推進 強い水産業づくり交付金

水産基盤整備事業による湖底環境、沿岸域環境の整備と連携した効果的

な外来魚駆除の取組を支援。

③ 湖沼の漁場改善技術開発事業 １２０（０）百万円

湖沼漁場の保全・修復を促進するため、既存の保全・修復技術の整理・

検討、モデル事業の実施・検証を通じ、ガイドラインを策定。

地方公共団体、民間団体 等２ 事業実施主体

定額、１／２ 等３ 補助率等

[担当窓口課：水産庁管理課（０３－３５０２－０９４２（直 ）]）



漁港・漁場・漁村の総合的整備等による水産業・漁村の活性化

水産業・漁村の多面的機能の発揮を支援するとともに、国際化に対

応した水産基盤の整備を進め、災害に強く、都市と共生・対流する活

力ある漁村の再生を推進。

強い水産業づくり交付金 １７，１８６ (１５，２２８）百万円の内数

３４，２７４（２７，９９５）百万円

１ ポイント

（１）多面的機能の発揮の支援

① 環境保全機能等維持活動支援調査・実験事業 １００（０）百万円

漁業者が担っている環境保全機能等の維持活動の充実を図るため、その現

状や支援策に関する調査・実験を実施。

② 離島漁業再生支援交付金 １，７４０（１，７４０）百万円

多面的機能を発揮する離島漁業の再生を図るため、漁場の生産力向上の取

組等を支援。

（２）国際化に対応した水産基盤の整備

① 国際競争力強化のための漁業地域戦略策定・推進支援

（強い水産業づくり交付金）

国際化の進展に対し、関係者が一体となった水産施策の推進による国際競

争力強化のための漁業地域戦略の策定及び推進を支援。

② 国産水産物強化緊急整備対策事業（公共 （再掲））

１７６，０２２（１５４，５６９）百万円の内数

国際競争力強化のための漁業地域戦略に基づき、競争力強化を図る上で重

要な要素となる漁業経営の効率化や水産物の衛生管理の向上等に資する整備

を推進。

③ ノリ養殖業構造調整・競争力強化対策（再掲）

計画策定及び余剰施設処理支援事業 ８１０（０）百万円

（強い水産業づくり交付金）

漁協等の策定する構造改革計画に基づいてノリ養殖業者が取り組む生産性

の低い自動乾燥機等の廃棄と、大型自動乾燥機及び高性能刈取船の導入を支

援。



（３）海洋ポテンシャルを高める漁場環境の整備

① 複数の事業主体による漁場整備（公共）

１３７，５２６（１２１，９３１）百万円の内数

県境をまたがる海域、同一漁場で複数県の漁業者が操業する海域（入会操

業海域 、沖合海域、資源回復計画等により共通の水産資源を複数県で管理）

している海域を対象とした漁場整備の推進。

複数の事業主体による漁場整備

② 種苗放流と連携した漁場環境保全創造（公共・非公共 （再掲））

１３７，５２６（１２１，９３１）百万円の内数

（強い水産業づくり交付金）

（ ） 、 （ ）汚泥等の堆積物の除去や覆砂等 公共事業 と 種苗放流等 非公共事業

とを一体的に実施することにより、効果的な漁場環境の保全創造を推進。

（４）災害に強い漁業地域づくりの推進

漁港の就労者や来訪者の津波避難対策など漁業地域の総合的な防災対策の

強化、災害時における水産物流通機能の確保など漁業地域におけるハードと

ソフト一体となった防災対策等を推進。

 藻場造成  干潟造成  人工海底山脈 



① 水産基盤整備事業（公共） ２６，１８４（２３，２５５）百万円

漁港海岸事業（公共） ７，８９０ （６,１８１）百万円の内数

漁港における岸壁の耐震強化、津波対策としての津波避難施設、漂流防止

施設等の整備、漁村における避難道路、避難広場等の整備、漁港海岸におけ

る護岸の嵩上げや水門の遠隔操作化等を推進。

（ ）② 耐震強化や防災診断等防災対策への支援 強い水産業づくり交付金

水産物の荷さばき施設等の共同利用施設の耐震強化等(ハード事業）や防

災診断等の調査、防災対応マニュアルの作成、防災や災害に係る情報提供シ

ステムの構築等（ソフト事業）を支援。

③ 災害に備えた放置艇の適正な収容推進事業 ４０（０）百万円

台風等の災害時における放置艇等による二次災害に備え、国土交通省と連

携して全国実態調査や規制措置導入手法の検討等を実施。

（５）都市と共生･対流する活力ある漁村の再生

① 漁村再生交付金（公共） ５，０００（３，０００）百万円

地域の創意工夫を活かした漁村の再生に対する支援を推進。

（ ）② 漁村コミュニティ基盤の整備 強い水産業づくり交付金

漁村地域の活性化を図るため、より効果的に目的が達成される場合におい

て漁業集落に加えその周辺の陸域及び海域も対象地域とし、生活基盤、交流

基盤等の整備を推進。

（ ）③ 漁村コミュニティの支援 強い水産業づくり交付金

都市漁村交流に関するＮＰＯ法人やボランティア組織の活動・育成、水産

業に携わる女性等が中心となって行う食育に関する活動等に対し支援。

④ 漁業の担い手確保・育成対策総合推進事業のうち新規就業者確保・育成支

援事業（再掲） ４００（０）百万円

漁業になじみのない都市部の若者を主な対象とした漁業現場での長期研

修の実施により、若者の新規就業を促進。

地方公共団体、民間団体 等２ 事業実施主体

定額、１／２ 等３ 補 助 率

[担当窓口課：水産庁計画課（０３－３５０１－３０８２（直）]


